
　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50号）

に基づき、加入者の老齢、死亡又は脱退について給付

を行い、もって加入者及びその遺族の生活の安定をは

かることを目的とする。

企業年金基金

① 労働関係法人企業年金基金

（１） 関連公益法人等の概要

（関西職業能力開発促進センター）

若林　革 ※ （千葉職業能力開発短期大学校）

吉池　貴久　　※ （中部職業能力開発促進センター）

田畑　一雄 （理事長代理）

永野　朝子 （千葉支部長）

法人の名称

松見　和彦

星　　直幸

　当基金は、平成２９年に

設立され、実施事業所の一

つとして当機構が含まれ

る。

 関連公益法人等に関する事項

業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。

労働関係法人

広本　和博　　※ （九州職業能力開発大学校）

山本　英治　　※



関連公益法人等と当法人の取引の関連図

労働関係法人
企業年金基金

当期支出合計額

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

労働関係法人

企業年金基金

掛金（事業主負担分）

当基金加入員（厚生年金に加入する一定

条件を満たすすべての当機構職員）の老

齢、死亡又は脱退について給付を実施

当期収支差額

14,974,523,208 15,844,150,694 △ 869,627,486 1,334,552,778 1,027,420,585 307,132,193

（２） 関連公益法人等の財務状況

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額



（３） 関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

金　　額

関連公益法人等に対する債権債務の明細

関連公益法人等名

（単位：円）

関連公益法人等名

―

割合当法人の発注等にかかる金額

0

関連公益法人等名

労働関係法人企業年金基金

基本財産に対する出えん、拠出、寄附等

―

当事業年度において負担した会費、負担金

774,582,300

（注１）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

（４） 関連公益法人等との取引の状況

債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 科　　目 金　　額

事業収入の金額

1,334,552,778

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 64,332,300

（注）上記金額は、令和２年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

労働関係法人企業年金基金

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。



ている。

小笠原　雅彦　※

て保険給付や保健事業等を実施している。

② 雇用支援機構健康保険組合

　当組合は、昭和３６年に

設立され、当機構において

は、昭和５２年から加入し

松原　吉信　　※ （東京職業訓練支援センター所長）

原口　剛 ※ （総務部長）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し

（１） 関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

田畑　一雄　　※ （理事長代理）

（愛媛職業能力開発促進センター）

渡辺　隆夫　　※ （経理部次長）

松原　和範　　※ （福岡職業能力開発促進センター）

横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

関連公益法人等と当法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
当機構職員等に対し、保険給付及び

保健事業等を実施

（２） 関連公益法人等の財務状況

1,980,009,287 183,256,800 1,796,752,487 3,877,950,273 3,765,813,108 112,137,165

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

雇用支援機構
健康保険組合



（３） 関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,813,824,354

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 125,796,518

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

（４） 関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

雇用支援機構健康保険組合 3,877,950,273 0 ―

（注１）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

（注）上記金額は、令和２年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。



杉浦　信平

氷鉋　揚四郎

藤田　寿彦

森田　一寿

村松　充雄

猪股　靖

藤田　惠介

　以下の業務を委託している。

・雇用促進住宅（建物に付随する敷地及び

　施設含む。）の管理運営に関する業務

・雇用促進住宅の譲渡、廃止に関する援助

　業務

（６）労働者派遣事業

（７）職業紹介事業

③ 一般財団法人ＳＫ総合住宅サービス協会

（１） 関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名（注））

（８）この法人の目的を達成するために必要なその他

　の事業

　日本全国において広く住宅並びに暮らしに関する次

の事業を行う。

（１）住宅及び施設についての管理運営の受託

（２）前号に係る住宅の居住者及び施設の利用者に対

一般財団法人

（総務部長）

ＳＫ総合住宅

　する利便の供与

（３）住宅の賃貸及びそれに附帯する施設の管理運営

（４）住生活の安定及び向上に関する調査、研究、広

　報宣伝

（５）宅地建物取引業

（注）当法人での最終職名は、独立行政法人雇用・能力開発機構においてのものを含む。

（注）当法人は令和２年３月３１日に解散している。

サービス協会



関連公益法人等名

一般財団法人
ＳＫ総合住宅サービス協会

負　　債 正味財産の額 当期支出合計額 当期収支差額資　　産 当期収入合計額

ていない。

（単位：円）

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

雇用促進住宅等管理運営業務等の委託

一般財団法人

ＳＫ総合住宅サービス協会
収納金

（２） 関連公益法人等の財務状況

　―　 　―　　―　2,550,855,973 978,431,378 1,572,424,595

3,275,538,034 131,623,303 360,362,497

事業費 管理費

0 2,119,209,0382,119,209,038

Ｂ

3,767,523,834 -1,648,314,796

　費　用
一般正味財産

期首残高
一般正味財産

期末残高

Ｅ＝Ｃ＋Ｄ

（注１）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）移行法人（一般財団法人）が作成すべき計算書類（財務諸表）は、法人法により貸借対照表、正味財産増減計算書となっており、収支計算書については作成し

Ｄ

1,516,282,135

Ａ

その他の
収益

費用の内訳

一般正味財産増減の部

　収　益

収益の内訳

受取
補助金等

（単位：円）

関連公益法人等と当法人の取引の関連図

3,164,596,931

その他の費用

当期増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ



金額

893,478,367

一般財団法人 ＳＫ総合住宅サービス協会

未収金 5,424,220 ― ―

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

2,119,209,038

324,074,286

0

－

割合

42.2%

－

－

当法人の発注等にかかる金額
事業収入の金額

（３） 関連公益法人等の基本財産等の状況
（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

　収　益
指定正味財産

期首残高
指定正味財産

期末残高
収益の内訳

受取
補助金等

関連公益法人等に対する債権債務の明細

その他の
収益Ｆ

569,404,081

内訳

当法人の発注等

　うち競争契約

　うち企画競争・公募

関連公益法人等名

一般財団法人 ＳＫ総合住宅サービス協会

（単位：円）

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合
（単位：円）

指定正味財産増減の部

正味財産
期末残高

69,112,437 △ 69,112,437

（４） 関連公益法人等との取引の状況

一般財団法人 ＳＫ総合住宅サービス協会 ― ―

　うち競争性のない随意契約

（注）上記金額は、令和２年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

（単位：円）

（注）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

　費　用 当期増減額

Ｇ Ｈ＝Ｆ－Ｇ Ｉ Ｊ＝Ｈ＋Ｉ Ｋ＝Ｅ＋Ｊ

0 0 0 125,254,897 56,142,460 1,572,424,595
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